
 

生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む） 

 

令和２年（２０２０年）６月２６日 

 

          （名称）東海市地域公共交通会議           
  

生活交通確保維持改善計画の名称 

東海市地域内フィーダー系統確保維持計画 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

▼ 目的 

東海市は、名古屋駅と中部国際空港を連絡する名鉄常滑線と、太田川駅と知多半島の南

端を連絡する名鉄河和線により、南北の公共交通基幹軸が形成されている。また、市内鉄

道駅と、隣接する大府市を連絡する民間事業者が運行する路線バス（上野台線・横須賀線）

により、東西の公共交通基幹軸が形成されている。 

東海市循環バスは、市内の各拠点及び公共施設や住宅地域を結ぶことで、東西南北の公

共交通基幹軸を地域的に補完するものである。また、路線バスや鉄道への乗り継ぎによっ

て市域を跨いだ移動を可能とし、地域の活性化を図ることを目的とする。 

 

▼ 必要性 

東海市循環バスは、年間40万人を超えて利用されており、主に買い物、通勤、通学、

通院などの日常生活に必要な移動を担う路線である。 

幹線として市内運行をしている路線バスは市内を東西に結んでおり、市内全地域を網

羅することは困難である。そのため、東海市循環バスを地域内フィーダー系統として運

行することにより、路線バスや鉄道駅への接続、公共施設への移動手段として、住民の

生活交通を確保することが必要である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・循環バスの利用者数 

令和元年度実績（H31.04～R02.03）439,646 人 

令和３年度目標：441,000 人 

令和４年度目標：442,000 人 

令和５年度目標：443,000 人 

・買い物、通勤、通学などの日常生活の移動がしやすいと思う人の割合 

令和元年度実績 56.2％ 

令和５年度目標 60.5％ 

 （東海市地域公共交通網形成計画 基本構想・形成計画 P75 参照） 

（２）事業の効果 

本市における地域内フィーダー系統は、循環バスと補助路線バスを統合し、市内３つの

エリアをそれぞれ循環する路線を形成することにより、市内のどこからでもほぼ同じ時間

で太田川駅や中心市街地へアクセスできるようになった。 

これまでの公共施設や病院等への利用者に加え、通勤・通学での移動需要にも対応可能

となり、利用者層の拡大につながっている。また、３つの路線が集中する中心部（太田川

駅）への移動においても、バスを利用する人が増加している。 

さらに、中心部へのアクセス性向上から、高齢者の外出が促進されるとともに、中心市

街地で買い物をする市民の割合が増加し、地域経済の活性化に寄与することも期待される。 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・より利用しやすく充実した公共交通となるような、地域内フィーダー系統のルートやダ

イヤの見直し（東海市） 

・路線バスや他市町との公共交通体系の連携を検討（事業者、東海市、近隣市町） 

・市内小学校やシルバー世代へのモビリティ・マネジメントの実施（事業者、東海市地域

公共交通会議） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 
表１を添付。 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

運行事業者の運行経費より運行収入及び国庫補助金を運行経費から差し引いた分を負担

金とし、東海市が負担。 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

知多乗合株式会社 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５を添付。 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 
該当なし 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 
該当なし 



 

（２）事業の効果 

該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の負担者【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 該当なし 

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
該当なし 

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

該当なし 

19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

20．協議会の開催状況と主な議論 

（１）東海市地域公共交通網基本構想・形成計画等策定 

・平成 27年 10 月 22 日 第 2 回東海市地域公共交通会議 

東海市の現状、公共交通の特性分析 

・平成 27年 12 月 22 日 第 3 回東海市地域公共交通会議 

東海市地域公共交通網基本構想・形成計画素案の検討 

・平成 28年 1月 13 日 第 4 回東海市地域公共交通会議 

東海市地域公共交通網基本構想・形成計画のとりまとめ 

・平成 28年 3月 8 日 第 5 回東海市地域公共交通会議 

東海市地域公共交通網基本構想・形成計画のとりまとめ（承認） 

（２）令和 2年度生活交通確保維持計画策定 

  ・令和元年 6月 12 日 第 1回東海市地域公共交通会議 

（３）令和 3年度生活交通確保維持計画策定 

  ・令和 2年 6月 26 日 第 1回東海市地域公共交通会議 

21．利用者等の意見の反映状況 



 

（１）平成 27年 5 月 2日付けでダイヤ及び一部ルート改定 

・平成 27 年 5月の公立西知多総合病院の開院に合わせ、ダイヤ及び一部ルート改定を

行った。朝の通勤時間帯による渋滞が発生しやすい区間の運行時間を長くする『朝

ダイヤ』や、バス停間の距離が短い区間では、バス停の発車時刻をそろえる『０分

ダイヤ』を導入した。また、遅延を解消させることを目的とした『時間調整を行う

バス停』を増加させ、より定時運行に近づけ、利用者の利便性を向上させた。さら

に、利用者の声を踏まえ、各ルートの１周あたりの運行時間をそろえ、乗継拠点を

４か所に集約することで、乗継による利便性を向上させた。 

（２）平成 28 年 12 月に循環バスＯＤ調査、平成 29 年 1月に循環バス定時運行調査を実施 

  ・本市では、平成 27 年 5 月 2 日に循環バスのダイヤ及び一部ルートの改定を行い、平

成 28年 8月 27日より 75歳以上の市民を対象とした高齢者循環バス利用促進事業を

実施した。これらに加え高齢者運転免許証自主返納事業等の効果もあり、循環バス

の利用者が増加し、乗降時間が長くなり、結果としてダイヤの遅延を生じさせてい

た。このことを受け、実際の利用者の世代や乗降状況、運行状況などを把握するた

め、ＯＤ調査及び定時運行調査を実施した。また、定時運行調査では、運転手や利

用者への聞き取り調査も実施し、利便性向上に向けての課題を把握した。 

（ア）ＯＤ調査（平日：平成 28年 12 月 13 日・休日：平成 28年 12 月 18 日） 

   ・平日総乗車人数：1,238 人   平日一便あたり：154.8 人 

   ・休日総乗車人数： 811 人   休日一便あたり：135.2 人 

   ・７０代以上の利用が最も多く、休日は半数以上が 70 代以上の利用者。 

   ・支払い方法としては、平日は回数券の利用者が最も多いが、休日は 75 歳以上の市

内在住者が利用可能な無料カードケースの利用者が最も多い。 

   ・15 分以内の区間で約半数、30分以内の区間で約九割の利用者が下車している。 

（イ）定時運行調査（平成 29 年 1月 16 日から 31 日まで） 

   ・遅延状況：工事や事故等のない平日で最大 10 分の遅延があるバス停がある 

   ・聞き取り内容：乗り継ぎについては問題がない、遅延区間がある 

（３）平成 30年 6 月～7月に各地区で意見聴取を実施 

  ・利用者の増加が要因となり、ダイヤの遅延等が発生していることと、利用者のニー

ズが多様化していることから、地区コミュニティや町内会・自治会を単位として、

循環バスに関しての意見聴取を実施したもの。集計したアンケート結果は東海市地

域公共交通会議内で共有し、今後のダイヤやルート改定の材料としていく。 

（４）令和 2年 10 月 1日付けでダイヤ及び一部ルート等改正 

  ・通勤通学者の利便性を向上させるため、住宅地と鉄道駅を結ぶ『朝夕ダイヤ』を設

定し、新たに定期券運賃制度を導入。慢性的な遅延の解消及び運行の安全性の向上

を目的に昼間時間帯のダイヤを見直し、利用者から要望の多かった南ルートの市役

所への延伸を行うと共に、各ルートを一部改正。また、運行状況管理システムの導

入及びオープンデータ化を実施。 

22．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 愛知県都市整備局交通対策課 

関係市区町村 東海市総務部交通防犯課課 

交通事業者・交通

施設管理者等 

名古屋鉄道株式会社、知多乗合株式会社、株式会社知多つばめタクシ

ー、（公社）愛知県バス協会、（社）愛知県タクシー協会、愛知県交通

運輸産業労働組合協議会、愛知県知多建設事務所、東海警察署 

地方運輸局 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局 



 

その他協議会が必

要と認める者 

社会福祉法人さつき福祉会、東海市シニア連合会、ジャンプアップお

おた協同組合、東海市観光協会、地域開発みちの会、東海市小中学校

ＰＴＡ連絡協議会、東海商工会議所、連合愛知知多地域協議会、愛知

消費者協会、コミュニティ推進地区連絡協議会（３人）、大同大学教授、

東海市（副市長・都市建設部長） 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）愛知県東海市中央町一丁目 1番地  

（所 属）総務部交通防犯課         

（氏 名）鈴木恵里加            

（電 話）052-603-2211(内線:322)      

（e-mail）koutsuu@city.tokai.lg.jp     
 


